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第１ 問題の不動産 

１ 蘭越町湯里駐車公園内の土地２１０平方メートル（蘭越町字湯里３５３番３、

以下「当該町有地」という）。 

２ 当該町有地上の建物（以下「当該建物」という）。 

３ 蘭越町湯里駐車公園内の町有地（行政財産）のうち、当該建物に隣接し、駐

車場として整備された土地（以下「公園駐車場」という）。 

第２ 重要人物 

１ 北野原伸行（以下「Ｋ」という）。当該建物の登記簿（甲２５‐２）によれ

ば、住所は札幌市東区北十九条東七丁目４番６号。 

２ 北野原仁美（以下「Ｋの妻」という）。当該建物の登記簿（甲２５‐２）に

記されたＫの住所（札幌市東区北五十条東七丁目４番６号）は、区画整理に

伴により札幌市東区北五十条東七丁目１０８番地１７０に地番変更された。

地番変更後の建物の登記（甲４２-１, -２）によれば、Ｋの妻は、２０２０
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(H5)年１２月１２日に土地と建物を相続し、２０２１(R3)年３月１５日に所

有権移転をするまでの期間、建物と土地を資産として所有した。 

３ 氏名不詳（以下「Ｘ」という）。甲１０‐１号証（Ｋの書いた「蘭越木彫品

製作組合－いままでの経緯」）によれば、蘭越町長の親戚である。同号証に

よれば、その当時、蘭越町で４０年つづいており、町の指名業者にもなって

いる会社の社長。同号証ほか、Ｋの書いた文書においては、Ｘは「約１０年

間、わたしが経営していたが、名駒にもう一軒店をだしたので営業出来でき

ない。」との言葉より、次の２つを推定することができる。 

(1) Ｘは、当該建物の売主である。 

(2) Ｘは、蘭越町（湯里）木彫品製作組合の前代表である。 

しかしながら、蘭蘭越町が公開した文書に黒塗りが多いため、その真偽を測

るためには黒塗りを外す必要がある。 

４ 蘭越町木彫品製作組合前組合長（前代表）。甲１０‐１号証によれば、Ｘと

同一人物であるように読み取れるが、蘭越町が公開した文書に黒塗りが多い

ため、その真偽を測るためには黒塗りを外す必要がある。 

５ 宮谷内留雄。元蘭越町長。甲１０‐１号証（Ｋの書いた「蘭越木彫品製作組

合－いままでの経緯」）によれば、Ｘは宮谷内留雄の親戚である。 

６ 山内勲。２００３(H15)年８月１３日に山内勲（当時総務係長）が起案した

文書によって、蘭越町は、それまで否定的であったＫ氏への態度を一転させ

た。その後、山内は、昇進を重ね、２０２４年現在、副町長の職にある。  

第３ 公文書が示す事実（時系列） 

１ １９８９(H1)年６月２７日、蘭越町観光室長難波は、当該町有地を、木彫品

展示販売所設置用地として、蘭越町木彫品製作組合に賃貸することを起案し

た。≪甲１‐１≫ 

２ 同年同月同日、蘭越町と蘭越町木彫品製作組合は、当該町有地の賃貸借契約

を締結した。≪甲１‐２≫ 
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３ １９８９(H1)年日付不詳、蘭越町木彫品製作組合は、当該町有地に木彫品展

示販売所として使用するために当該建物を建築した。≪甲２５‐２≫ 

４ １９８９(H1)年７月３日、当該町有地は、普通財産として所管替えされ、公

有財産増減通知書（土地）に記帳された。≪甲２≫ 

５ １９８９(H1)年３月２４日、当該町有地の賃貸借契約の満期に伴い、蘭越町

木彫品製作組合は、蘭越町に対し、当該町有地の賃貸延期および構成員の変

更、ならびに、店舗の名称を「蘭越町湯里木彫品製作直売所」に変更するこ

とを届け出た。≪甲３≫ 

なお、甲３においては、「木彫品店舗名称変更届」とされているが、任意団

体としての「蘭越町木彫品製作組合」の名称は、この日を境に「蘭越町湯里

木彫品製作組合」に変更されている。また、「蘭越町湯里木彫品製作直売所」

「蘭越町湯里木彫品製作直売所」という呼称も頻出する。 

ちなみに、甲３のみならず、任意団体を示す「組合」と「直売所」、ならび

に、代表者を示す「組合長」と「代表責任者」は、混同して使用されている。 

６ １９８９(H1)年３月２５日、蘭越町技師中村信宏は、前項変更を受け、更新

用の土地賃貸借契約書を起案した。≪甲４≫ 

７ １９８９(H1)年４月１日、蘭越町と蘭越町湯里木彫品製作直売所は、当該町

有地について、土地賃貸借契約を締結した。≪甲５(土地賃貸契約書)≫ 

８ Ｋが蘭越町に提出した「蘭越木彫品製作組合－いままでの経緯」に記された

当該建物の売却経緯。≪甲１０‐１≫ 

(1) １９９９(H11)年５月初旬 

ア Ｋは、当該建物の購入を打診された。なお、Ｋは、店舗である当該建物を

「店舗併用住宅」と記している。 

(2) １９９９(H11)年６月初旬 

ア 「町よりの借地なので営業しないのであれば現状復帰しなければならない、

解体費用もかかるのでできれば現状のままで買ってほしいとのこと。」 
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イ 「金額は現状の建物で百万円とのこと。」 

ウ 「住むには改装しなければ住めないが建設会社であるから安く改装できる

とのこと。」 

エ 「帰宅して、検討。当時私は、札幌で建築設計事務所を経営していたが社

屋兼住宅を売却、蘭越移住の準備にはいった。」 

(3) １９９９(H11)年６月中旬 

ア 「再度、社長（Ｘ）と交渉、現状渡し百万円、改装費用四百万円、計五百

万円で、受渉成立、」 

(4) １９９９(H11)年６月中旬 

ア 「工事着工」 

(5) １９９９(H11) 年 7 月初旬 

ア 「自宅売買成立」 

「自宅」とは、Ｋが札幌に所在する自宅と思われる。 

イ 「社長（Ｘ）より電話。町よりの借地のだめ、改装する旨届け出をしなけ

ればならない。ついては図面を書いてほしい。快諾。」 

ウ 「その後、現在の建物は私、所有であるが、蘭越木彫品販売所として借地

しているので蘭越木彫組合の組合長になってもらえないだろうか。とのこ

と。わたしは、建築、妻は画家、ライフフークとしてクラフト製作もして

いるので、これをきっかけに地域振興も微力ながらお手伝いできると思い

快諾しました。社長（Ｘ）は、そうすることによって、町への報告もスム

ーズにいくし、あなたも歓迎されると。町長とも親戚なのでその旨も話し

てあるとのこと。私遣の夢はひろがり、新天地で活躍しようと思った。」 

(6) １９９９(H11)年 7 月１７日 

ア 「平成１１年７月１７日付の木彫組合役員変更の書類を作ってほしいとの

こと。わたしが作成し、社長（Ｘ）、他の組合員も捺印した。」 

９ １９９９(H11)年７月１９日、蘭越町湯里木彫品製作直売所の代表責任者
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（伏字となっているがおそらくＫ）は、蘭越町に対し、次の４項目を記載し

た２つの文書を提出した 

(1) 文書１≪甲７‐１≫ 

ア 「土地賃貸借契約期間延長の継続願い」 

イ 「蘭越町木彫品製作組合底舗改修届」 

ウ 「蘭越町木彫品製作組合の称号について」 

(2) 文書２「湯里木彫品製作直売所内部改造のお願い」≪甲７‐２≫ 

ア Ｋは自宅として改装購入したにもかかわらず、町に提出した書類の「湯里

木彫品製作直売所内部改装のお願い」欄には、陳列製品を木彫品、木工ク

ラフト、土産品と記載した。住宅に改装する旨は、記載されていない。 

イ その一方、同欄記載の図面では、販売室をなくし、厨房と事務所に改修す

る案となっている。 

ウ なお、当該図面には、Ｋが２０２２年に掲載したテナント募集広告に描か

れた浴室および２階ベッドルームの記載はない。≪甲２０－２≫ 

エ その後、Ｋは町に対し改装の届け出をした記録はなく、Ｋは自宅として売

買契約を締結し、１９９９年９月末に引っ越したことを自ら作成した文書

（甲１０‐１）に記録している、Ｋは、２階フロアを新設し、そこにベッ

ドルームと浴室を設けたにもかかわらず、町への届出（甲７‐２）におい

ては、それを隠したこととなる。 

オ なお、第３の８の(4)のイによれば、図面を描いたのはＫである。 

(3) 湯里木彫品製作直売所人事の変更について 

代表責任者が変更は明記されておらず、「販売の管理を希望される人が居

りましたので、店の営業を再開します。」と記されている。  

１０ １９９９(H11)年７月２８日、蘭越町は、蘭越町湯里木彫品製作組合長が提

出した賃貸延期および店舗改修を承認した。≪甲７‐１、‐２≫ 

(1) なお、蘭越町が承認した文書は甲７‐２である。甲７‐１と甲７‐２は、
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それぞれ３項目が記されており、１番目と２番目は、ほぼ同じである。３

番目の項目は異なっている。 

 作成者 ３番目の項目 

甲７‐１ 蘭越町湯里木彫品製作直売

所 

代表責任者 

直売所人事の変更について 

甲７‐２ 蘭越町木彫品製作組合長 蘭越町木彫品製作組合の称号に

ついて 

(2) 甲７‐２の３番目の項目の内容は、次の通り。 

昭和 63 年に蘭越町に許可頂いた湯里木彫品販売店の土地借用に依り、お

かげにて今日まで蘭越町木彫品製作組合が活動して参りました。これから

も同じ称号を持って活動して参りたいと思います。よろしくお願いを申し

上げます。 

昭和６３年の発足より長年たちますと、組合の脱合又は死亡された方など

人事に変動もございますので、組合員の再編成と規約の一部改正を持って

再発足して、社会事業に対処する所存でございます。  

１１ １９９９(H11)年９月某日、Ｋは、当該建物引っ越した。≪甲１０‐１≫ 

１２ １９９９(H11)年１０月１０日、Ｋが蘭越町に提出した文書によれば、Ｋが

自宅として購入し、引っ越した建物であるにもかかわらず、オープニングセ

レモニーが開催され、建設会社社長（Ｘ）、町議会議員、地域の方３０数名

が出席した。≪甲１０‐１≫ 

１３ １９９９(H11)年１０月某日、以下、Ｋの主張（甲１０‐１）より抜粋した。 

転居してまもなく、社長（Ｘ）より工事見積提示。 

金額、千三百万円。びっくり仰天。わたしもプロ  

どう、見積っても、六百～六百五十万。社長（Ｘ）に再三、五百万円の予

算だと伝えたが社長（Ｘ）の資金繰りのことも考え、約束の五百万円はと

りあえず支払った。 

その翌日、建物登記の書類を作ってほしい旨たのむと登記はできないと。  
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びっくり仰天。どうしてかと、たずねると町の土地なので登記はできない

とのこと。町の土地でも建物は登記できるのでは。との問いに『できな

い』の一点張り。 

そのころ、誓約書なるものをもってきて、捺印してほしいとのこと。  

みると、住宅としては使用しない旨の誓約書。わたしは社長（Ｘ）に談判

したが借地代金、固定資産税も■■■さんが払っているんだから大丈夫。

町長と親戚なのでうまくまとめるから大丈夫、書類をださないとこまる。

と。 

１４ １９９９(H11)年１０月１４日、蘭越町山本総務課長は、町民から直売所が

住居として使われているとの指摘を受けて、湯里木彫品製作直売所の責任者

と面談した。なお、責任者名は黒塗りされているが、字数からＫではないと

推定できる。≪甲８≫ 

(1) 山本総務課長は、直売所が住居として使われている、との町民の指摘に対

し回答を求めた。 

(2) 当該責任者は、直売所の店員予定者の仮住まいだと主張した。 

(3) 山本総務課長は、当該責任者に対する町民の指摘が多いことに不信感を表

明した。また、山本総務課長は、行政財産の使用許可を基盤とした事業は、

地域振興目的でなければならないことを強調した。  

(4) 山本総務課長は、「町外の者が代表者となることに対しても許可しない。

会則についても実会員で構成すること等、言ったはずだ。」と告げた。  

１５ １９９９(H11)年１０月２６日、湯里木彫品製作直売所の責任者が町民から

住宅として使用していることを批判されたことを謝罪し、木彫組合として地

場産業の発展に寄与することを記した誓約書（１０月２１日付）の提出があ

ったことを蘭越町河野俊明が発議した。誓約書には、契約違反があった場合

は、補償を求めることなく、建物敷地を原形に復旧し、契約を解除すること

を記されている。なお、誓約書には、組合役員らによる連名の署名があった。
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≪甲９‐１・‐２≫ 

１６ １９９９(H11)年１１月某日、以下、Ｋの主張（甲１０‐１）より抜粋した。 

社長（Ｘ）来訪、町長に挨拶をしてほしいと。 

わたしも、町長には御会いしていなかったので翌日役場ヘ  

その折り、社長（Ｘ）は、今日は、だまって町の話を聞いてほしいと。  

わたしは、意味がよくわからなったが言うとうりにした。  

その折り、とんでもない話があった。 

町長よりわたしの住んでいる建物は町公圏内にあり、居住できないと。  

わたしはびっくりしたが社長（Ｘ）とのこともあり、だまって説明を聞い

た。 

解決策として町営住宅を借りてほしいとのこと。  

しかし町長よりも蘭越で頑張ってほしい旨激励された。  

その折り、どんなものを製作、販売しているのかと聞かれ、私達が製作し

ているもの、どんな営業かも、かいつまんで説明しました。  

町長は、幽泉閣も町の施設なので販売を頼みなさいとまでいってくれた。  

その後、私は社長（Ｘ）にだまされたと思い、五百万円の返還をせまっ

た。しかし 

社長（Ｘ）は、町の意向を聞いて町営住宅を借りてほしい。半年くらいで  

住めるようにするからと。 

私たちも全財産を注ぎ込んで移住したてまえ、社長（Ｘ）の話を信じるし

かなく不本意であったが承諾した。 

１７ ２００１(H13)年４月１日、山内勲は、蘭越町総務課係長に昇進した。 

１８ ２００１(H13)年１１月某日、以下、Ｋの主張（甲１０‐１）より抜粋した。 

社長（Ｘ）より、突然蘭越木彫品組合を解散する。ついてはでていってほ

しい。 

との話。私は、組合長は私。唐突に解散はできないのでは。と反論。  
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その後も、2 度ほど同様の話があったので経緯を知っている■■議員に相

談。 

総務委員会で決着済との言葉にすこし安心。  

しかし、わたしもこの状態での暮らしも疲れ町との面談を希望していたが

実現せず。 

１９ ２００２(H14)年３月某日、以下、Ｋの主張（甲１０‐１）より抜粋した。 

社長（Ｘ）より、木彫組合は解散したので秋までに解体する。と、こんど

は脅迫してきた。いままでは、社長（Ｘ）のこと、町のこと、地域のみな

さんのことを考え 

わたしの意見を積極的に述べなかったが、詐欺的行為、また、脅迫めいた

電話までして解体するとの言動に妻もいるので、暴力的行為になるまえに

経緯を説明したいと思い、■■議員!こ相駁して総務課長に御会いし現状を

説明したいとおもい本日来庁しました。 

もはや、社長（Ｘ）を通してではわたしの真意はつたわっていないと判断

し、なりゆきによっては、第 3 者の意見も聞き、告訴等の手段も検討しな

ければとおもっております。 

だだ、夢をもってきたこの地。友人も沢山でき工芸と農業を結んだ地威お

こしも友人と語りあってきた現在、だまされたとはいえ蘭越町民として生

きていくだめ円満に解決すべき道を探しております。  

２０ ２００２(H14)年４月２４日、＊＊議員（黒塗りにより特定不能）、当該建物

の現所有者であるＫとＫの妻、および、黒塗りにより名前不明の２名は、蘭

越町山本総務課長と面談した。面談は、Ｋが甲１０‐１（Ｋ作成）を山本総

務課長に渡した上で実施された。≪甲１０‐２（蘭越町作成）≫ 

(1) 甲１０‐２に記されたＫおよびＫの妻の主張。 

ア ■■議員は、Ｋより、蘭越町湯里木彫品製作直売所組合長の■■さんより、

建物を壊すので出ていくようにとの連絡を受け、蘭越町総務課長に話を聞
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いてもらうために、Ｋらとともに、打合せに訪れた。 

イ Ｋは、経過の書類（甲１０‐１）を持参し、それを見せた。 

ウ Ｋの妻は、当該建物および住宅への改造費用として、札幌の家等全財産を

売って５００万円を払った、と言った。 

ただし、Ｋの妻は、札幌市北５０条東７丁目 108 番 170 に所在する土地

建物を１９９３(Ｈ５)年９月２２日より２０２１(Ｒ３)年６月４日に売

却するまでの期間、所有し続けている（甲４２⁻１・⁻２）ことから、「全

財産を売って」が虚言であることは明かである。 

エ Ｋは、Ｘが町長とも親戚だ、半年で何とかすると言っていたので、信頼し

ていた、と言った。 

オ Ｋは、当該建物の売買契約書はない、といった。 

カ Ｋは、Ｘに建物登記ができないと、支払いの後に言われた。 

キ １９９９(Ｈ１１)年１１月、町長より、建物が公園内にあることを知らさ

れた。 

ク Ｋは、建物の住居使用を噂され、自分たちが悪者されていると感じた。 

ケ ２００１(Ｈ１３)年の暮れに、Ｋは、売主から、木彫組合が解散したので、

建物を解体するなどと、脅迫めいたことを言われた。 

コ Ｋは、弁護士に相談し、売主に刑法２４６条の疑いがあり、Ｋ自身は被害

者である、といった旨を主張した。 

サ Ｋは、Ｘに家を壊すと脅されている、と主張した。 

(2) 甲１０‐２に記されたＫ、山本総務課長および■■議員の問答。 

ア 山本総務課長 

「おかしいと思わなかったのですか。」 

「組合員が集まってこの件について話しをすべきではないでしょうか。」 

イ Ｋ 

「おかしいと感じていたが、私たちが悪者になっており話すことが出来な
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かった。」 

ウ ■■議員 

「組合員は■■さんが集めた人だから、集まることは■■さんが納得しな

いと難しいのではないか。私も、■■さんに頼むと言われてなっているだ

けだ。」 

エ 山本総務課長 

「５００万円と１３００万円の件についてもどうするのか話しをしなけれ

ばならないのではないですか。」 

オ Ｋの妻 

「３年前、私たちが買わなければ九州の人が買っていた。」 

(3) 甲１０‐２に記された山本総務課長がＫに言った内容。 

ア 町に無断で転売されたなら、契約違反である。 

イ 町との契約書以外の目的以外に使用するなら、土地は貸せない。 

ウ 町長と助役に話しをする。 

２１ ２００２(H14)年１０月３日、蘭越町湯里木彫品製作組合は、総会を行い、

組合の解散を決議した。なお、出席者欄には７名の名前が記されているが、

署名欄に署名した組合員はひとりのみである。≪甲１０‐４≫ 

２２ ２００３(H15)年７月１５日、蘭越町木彫品製作組合の元組合長は、Ｋに木

彫販売店の無償譲渡を証する文書を作成した。≪甲１３‐４≫ 

なお、元組合長の名前は黒塗りされているが、甲１０‐２によれば、直近の

組合長はＫである。 

２３ ２００３(H15)年７月２５日、以下の文書が作成された。 

(1) 組合の解散届 

蘭越町は、同日付で作成された蘭越町湯里木彫品製作組合の解散届を受理

した。なお、解散届は元組合長の名前で作成され、解散した日は平成１４

(２００２)年１１月３０日と記されている。≪甲１３‐３≫ 
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(2) 木彫販売店の譲渡書 

木彫販売店を元組合長がＫに無償で譲渡したことを示す文書。≪甲１３‐

４≫ 

なお、元組合長の名前は黒塗りされているが、甲１０‐２によれば、直近

の組合長はＫである。 

(3) 契約解除申出書 

元組合長の名前でなされた当該建物の敷地の賃貸契約を解除する申出。な

お、Ｋが当該敷地の賃借権を引き継ぐことのお願いが添えられた。≪甲１

３‐５≫ 

なお、元組合長の名前は黒塗りされているが、甲１０‐２によれば、直近

の組合長はＫである。 

２４ ２００３(H15)年８月４日、Ｋと他１名（黒塗りされているが、Ｘであるこ

とが容易に推定できるので、以下、Ｘとみなす）は、蘭越町山本総務課長と

面談し、借地権の扱いに関する打合せを行った。≪甲１１≫ 

(1) Ｋの主張 

ア Ｋは、売買契約でなく無償譲渡とする理由について、■■氏から書類の関

係上そうしていただきたいと言われたと主張した。 

イ Ｋは、売買契約書は作成していないことを伝えた。 

ウ Ｋは、隣接する土地の賃借を要望した。 

エ 山本総務課長は、弁護士と相談することを伝えた。 

２５ ２００３(H15)年８月１３日、蘭越町は、蘭越町総務課山内勲が起案した文

書によって、Ｋに対する態度を一転させた。山内勲は、弁護士の見解を拠り

所とし、建物譲渡を承認し、土地賃貸借契約を行うことを起案したのである。

ただし、以下の条件が付された。 

ア 建物の増改築等で変更する場合は必ず協議するものとし、無断で実施した

場合、契約解除とすること。 
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イ 連帯保証人(町内)を 2 名立てること(印鑑証明) 。 

ウ 一切の譲渡は禁止、又、契約を解除した場合は必ず建物を解体する確約書

を提出。 

エ 固定公圏内の許可について支庁と協議し、許可を受けること。 

なお、山内勲が当該起案で拠り所とした弁護士の文書において、弁護士は、

売主が解体費用の関係でＫに建物を無償譲渡したことが考えられること、お

よび、Ｋが転売を意図している可能性を指摘した。≪甲１２≫ 

２６ ２００３(H15)年１１月６日、Ｋは、蘭越町に対し、当該建物で行う事業に

ついて「趣意書」を提出した。≪甲１３‐５・‐６≫ 

２７ ２００４(H16)年３月２３日、Ｋは、蘭越町に対し、普通財産貸付申請書を

提出し、同日、蘭越町は同申請書を受理した。≪甲１４‐１≫ 

２８ ２００４(H16)年３月２９日発議の普通財産貸付協議書において、蘭越町は、

当該土地の貸付けについて、以下の条件を含む契約内容を決裁した。≪甲１

４‐２≫ 

２９ ２００４(H16)年４月１日、蘭越町は、Ｋと土地賃貸借契約を締結した。≪

甲１４‐３≫ 

ア 第三者の使用および譲渡の禁止 

イ 賃貸料は年７０５６０円 

ウ 契約期間は１年 

エ 町による 1 カ月前通告による契約解除条項 

３０ ２００５(H17)年１２月１１日、山内勲は、総務課主幹に昇進した。 

３１ ２００６(H18)年１２月１１日、蘭越町総務課管財係守田裕之は、当該建物

が第三者に賃貸されていることを報告する文書を起案した。≪甲１５‐１≫ 

(1) 守田の報告によれば、硝子工房煌（きら）の運営者は、当該建物を賃借し、

運営をはじめた。 

(2) 結果、Ｋが町に無断で建物を賃貸したことが発覚した。  
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３２ ２００７(H19)年４月１３日、Ｋは、甲１５‐１において、賃貸していたこ

とが発覚しているにも関わらず、蘭越町長に対し、ガラス工芸家の夫妻がま

るで当該建物を無償で管理しているかのような個所（本文１７行目）を含む

文書を提出した。≪甲１５‐２≫ 

３３ ２０１１(H23)年１２月２日、蘭越町総務課管財係藤原が空き家となった当

該建物を借りたいとの電話を受けたことにより、当該建物が未利用状況であ

ることが発覚した。≪甲１６‐１・‐２≫ 

３４ ２０１３(H25)年３月２０日、山内勲は、総務課長に昇進した。 

３５ ２０１３(H25)年１２月２日、Ｋは、当該建物が登記できないと知らさせて

いたにもかかわらず、自己の名義で所有権を登記した。≪甲１７≫ 

３６ ２０１６(H28)年１２月２０日、山内勲は、副町長に指名された。 

３７ ２０１９(Ｒ1)年６月２５日、Ｋは、蘭越町役場を訪れ、当該建物の敷地の

売り払いを求めた。Ｋは当該建物の運用状況を口述したが、その中には虚言

が含まれている。 

(1) この時点で当該建物では、レストラン「Chez Doudou（シェドゥドゥ）」

が営業していたが、Ｋは、レストランが賃貸でなく、Ｋ自身の事業であり、

店をＫの従業員に任せてあるかのように説明した。≪甲１８‐１≫ 

(2) 同レストランは、後にニセコ町ニセコ 336 に移転した。２０２４(Ｒ6)年

１０月１０日、オーナーシェフの伊藤章代は、請求人との雑談のなかで、

移転前に当該建物で同レストランを営業していたときは、Ｋから当該建物

を賃貸しており、Ｋは、外人に高い家賃で貸すために、同レストランを立

ち退かせた、と明かした。≪甲４０‐１≫ 

３８ ２０１９(Ｒ1)年７月３日、蘭越町総務課長小林俊也は、Ｋに対し、売り払

い依頼を断る電話を発信した。対するＫは、騙されて賃貸することになった

ことアピールし、敷地の賃貸料の軽減を求めた。≪甲１８‐２≫ 

３９ ２０２１(Ｒ3)年４月２８日、蘭越町総務課坂野と米田は、Ｋから以下の要
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望を受けた。≪甲１９‐１≫ 

(1) Ｋは、賃貸契約書に約定された「本件土地を第三者に使用させ、あるいは

本契約に基づく権利を第三者に譲渡してはならない」との条文の緩和、撤

廃を求めた。なお、これまでＫは、ガラス工芸店（硝子工房煌）において

は「管理」、レストラン（Chez Doudou）は「従業員」という言葉を用

いて、賃貸借ではないかのような説明していたが、これを一転させ、レス

トランに「建物を貸していた」と言い換えた。 

(2) Ｋは、１カ月前通知による契約解除の条項についても、見直しを求めた。  

(3) Ｋは、「平成１６年当時の総務課長さんが店舗兼住宅敷地として賃貸契約

を結んで住めるようにしてくれた。」と言った。 

４０ ２０２１(Ｒ3)年５月１３日、蘭越町総務課米田は、「土地賃貸借契約見直し

要望に対する見解」を発議した。≪甲１９‐２≫ 

(1) 当該は次の概要は次のとおり。 

ア 条文は変更しないが、建物の転貸を認め、目的を店舗等に変更する。 

イ 賃料を年間７万５６０円から、年４万８５１０円に引き下げる。 

ウ 契約解除に伴う損失の補償について規定することが望ましい。 

(2) 同見解の「総括」として、次のように記されている。なお、建物はＫが所

有していることから、「転貸」は「賃貸」の誤記であると思われる。  

なお、賃借地の使用目的については現在店舗兼居住敷地となっているが、

第三者への建物の転貸が前提となって運用されている経緯に鑑み、実態に

即した目的(「店舗」 等)に変更してよろしいか合わせて伺います。 

(3) 同見解の「総括」に反し、Ｋは当該町有地の売買を求めた際に賃貸してい

た事実に言及したのは、２０２１(Ｒ3)年４月２８日が最初である。それ

以前において、Ｋが当該町有地上で運営されていたレストランを、あたか

もＫ自身の事業であるかのように口述した記録（甲１８‐１）が示す通り、

Ｋは第三者への賃貸を避けた言い回しをしている。 
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(4) つまり、Ｋ自身が建物の賃貸事実を説明していなかったことは、「第三者

への建物の転貸が前提となって運用されている経緯に鑑み～」とする譲歩

理由と一致していないだけでなく、Ｋは狂言を用いて自身の不動産賃貸業

を隠していたこととなり、転貸を認める理由はない。 

(5) 当該発議には、判例を基に「土地賃借入が賃借地上の建設した建物を第三

者に賃貸しても、賃借入は建物所有のため自ら土地を使用している者であ

り、賃借地を第三者に転貸したとは言えない。」として、建物の賃貸を認

める根拠としている。しかしながら、蘭越町が問題とすべきは、町有地上

の建物による不動産賃貸業を行うことを容認するか否かである。当該発議

の見解は失当であると言わざるを得ない。 

４１ 総務課米田は、２０２１(Ｒ3)年５月２０日に「土地賃貸借契約見直し要望

に対する見解（甲１９‐２）」、Ｋに説明した後、２０２１(Ｒ3)年５月２５

日に「土地賃貸借契約における条項の見直し等要望に対する対応について」

を発議した。≪甲１９‐３≫ 

４２ ２０２１(Ｒ3)年６月４日、総務課米田は、Ｋへ契約書ドラフトを送付した

後の５月２５日におけるＫとのやり取りを報告書にまとめた。≪甲１９‐４

≫ 

(1) Ｋは、土地の賃借権を継承したにもかかわらず、建物売買と新たな賃貸借

契約の締結時に建物が存在したことを揚げ、土地の賃貸借契約の解除時に

おける原状回復に建物の解体は含まれないとの考えを主張した。  

(2) 総務課米田は、原状復旧とは建物の解体までを含むとの見解を採った。 

４３ ２０２１(Ｒ3)年６月１９日、蘭越町総務課米田は、６月４日付発議の「契

約解除の際の原状復旧とは建物の解体までを含むか否か」の内容を、６月９

日にＫに電話で伝えた際のやり取りを報告する文書「土地賃貸借契約（案）

における確認について」を発議した。≪甲１９‐５≫ 

(1) Ｋは、２０２１(Ｒ3)年４月２８日に実施された総務課長と総務係長同席
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の面談内容を考慮するよう求めた。なお、対応報告書によれば、総務課長

は同席していない。 

(2) Ｋは、騙されて全財産を使って家を買ったにもかかわらず、壊して住めな

くなろうとしたときに当時の総務課長が声をかけてくれて、賃貸借契約を

結んで住めようにしてもらった旨を伝えた。 

(3) 総務課米田は、「特例的な扱いをすることは非常に困難」であることを伝

え、電話でなく、来庁して欲しい旨を伝えた。  

４４ ２０２１(Ｒ３)年１０月１１日、総務課米田は、以下に示す意見があったこ

とを理由にＫの要望に沿う契約内容に変更することを発議した。  

ア 第 2 条第 2 項「第三者使用」について削除 

イ 第 10 条「損害賠償」について削除 

ウ 第 11 条「契約に要する費用」について削除 

なお、米田は上記が誰の意見なのかを明示しなかった。≪甲１９‐６≫  

４５ 同年同月同日１６時３０分、総務課米田は、  

(1) Ｋからの電話を受け、以下の内容を確認した。≪甲１９‐７≫ 

ア Ｋは契約案に同意した。 

イ レストランの話しは流れ、別のテナントを探している。 

(2) 同日付で、Ｋとの賃貸借契約を発議した。≪甲１９‐７≫  

４６ 同年１１月１日、総務課米田は、Ｋとの賃貸借契約の締結報告を発議した。

≪甲１９‐８≫ 

４７ 当該町有地にかかる公文書開示請求１回目 

(1) ２０２１(Ｒ３)年１１月２１日、請求人は、蘭越町に対し、当該町有地の

賃貸借にかかる文書を開示を請求した。≪甲２１-１≫ 

(2) ２０２１(Ｒ３)年１２月３日、蘭越町は、請求人の求めに応じ、当該町有

地の賃貸借にかかる文書の開示を決定した。≪甲２１-２≫ 

４８ ２０２２(Ｒ４)年２月２日までに、総務課米田は、Ｋに対し、当該建物の賃



18 ページ 

 

貸状況を確認した。≪甲２２≫ 

(1) 総務課米田は、Ｋに対し、建物の利用状況を問い合わせた。 

(2) Ｋは、総務課米田に対し、電話およびＥメールにて、２０２１(R3)年１２

月１日より、賃貸していることを報告した。ただし、蘭越町は、電話応対

記録を請求人に公開しなかった。 

４９ ２０２２(Ｒ4)年２月２日、Ｋは、総務課米田に対し、服飾関係の販売を行

う事業者をテナントとして迎える予定があることを伝えた。≪甲２２≫  

５０ ２０２２(Ｒ4)年１０月１４日、Ｋは、蘭越町に対し、賃借人（テナント）

の名称だけをＦＡＸで通知した。なお、ＦＡＸには、賃貸借の契約期間、賃

貸料、賃借人の業種、賃貸人の所在地は記されていない。蘭越町総務課総務

係西川健太と総務課管財係中村允哉は、ＦＡＸ受信後、Ｋと通話内容を電話

対応報告書に記録した。≪甲２３≫ 

５１ ２０２２(Ｒ４)年１０月１４日、総務課西川および中村は、Ｋとの電話応対

記録を発議した。≪甲２３≫ 

(1) 同年同月同日９時半、当該建物の賃借人（テナント）が決まったことをＦ

ＡＸと電話にて連絡した。 

ＦＡＸの本文を、甲２３の３ページ目より抜粋する。 

蘭越町湯里 353-3 

■■■■■■ 

この度、上記家屋、「■■■■■■■ 

■■■■■に賃貸いたしました。 

090-■■■■■ 

   報告まで 

上記のとおり、テナントの業種も契約期間も賃料も記されていない。  

(2) 同年同月同日１０時、Ｋは、「賃借人が変わるようであれば連絡が欲しい」

との蘭越町の求めに応じて連絡した旨を伝えた。  
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５２ ２０２３(Ｒ５)年５月、当該町有地にかかる公文書開示請求 2 回目 

(1) 同年同月２９日、請求人は、当該町有地にかかる 2 回目の公文書開示を請

求した。≪甲２４‐１≫ 

(2) ２０２３(Ｒ５)年６月１２日、蘭越町は、請求人が先ず閲覧し、その後に

必要文書の写しを求めてたにもかわらず、次のふたつの文書を E メール

で送り付け、それをもって開示を完了させた。≪甲２４‐２≫ 

ア ２０２２(Ｒ４)年２月２日付けの総務課米田純希の E メール≪甲２２≫ 

イ ２０２２(Ｒ４)年２月２日付けの電話応対記録≪甲２３≫ 

５３ ２０２３(Ｒ５)年６月１９日、蘭越町役場において、請求人は、総務課坂野

および米田と面談し、当該町有地の問題点を指摘、あるいは、調査依頼をし

た。≪甲２９‐１(音全て)・‐２(音抜粋１)・‐３(音抜粋２)・‐４(音抜粋

３)・‐５(音抜粋４)・‐６(反訳１)・‐７(反訳２)・‐８(反訳３)・‐９(反

訳４)≫ 

(1) 甲２９‐２(音抜粋１)・‐６(反訳１)において 

ア 当該建物のテナントが公園駐車場にコンテナ倉庫を置いている。 

イ 公有財産上の建物で高収益を上げることに公益性が認められるか。 

ウ Ｋが当該町有地を賃貸する際の文書が欠けている。 

(2) 甲２９‐３(音抜粋２)・‐７(反訳２)において 

ア 請求人は、坂野に対し、同年同月末までに、公園駐車場の使用上の問題を

確認することを求めた。坂野は、それに同意した。 

(3) 甲２９‐４(音抜粋３)・‐８(反訳３)において 

ア 蘭越町が請求人に通知した公文書不存在通知書（２０２３(Ｒ５)年６月１

２日付）において、不存在の理由に合理性がないことを指摘し、やり直し

を求めた。坂野は請求人の求めに同意した。 

(4) 甲２９‐５(音抜粋４)・‐９(反訳４)において 

ア 請求人は、米田に対し、Ｋと蘭越町との応対記録の補充を求めた。米田は、
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請求人の依頼に同意した。 

イ 請求人は、坂野に対し、公園駐車場を当該建物のテナントが占有している

ことについて、公益性に照らしつつ、町の対応を明確にするように求めた。

坂野は、請求人の求めに同意した。 

５４ ２０２３(Ｒ５)年６月２３日、坂野は、請求人に対し、公園駐車場の占有に

ついて、移動を勧告することをＥメールで通知した。≪甲３１≫ 

５５ ２０２３(Ｒ５)年６月２４日、当該町有地にかかる公文書開示請求３回目 

(1) 請求人は、当該町有地にかかる３回目の公文書開示を請求した。なお、２

回目の請求において、請求人が閲覧を求めたにも関わらず、蘭越町は閲覧

プロセスを経ず、一方的に文書を送り付けたことから、請求人は、開示方

法の区分欄には、「閲覧」という文字を大きく表示させた。≪甲２７‐１

≫ 

(2) ２０２３(Ｒ５)年７月５日、蘭越町は、請求人に対し、一部開示を通知し

た。≪甲２７‐２≫ 

５６ ２０２３(Ｒ５)年７月６日、請求人と坂野の電話でのやり取り１回目≪甲３

５－１（音全て）・-３（反訳）≫ 

(1) 請求人は、町がＫの求めに応じ、さまざまな便宜を図ったことにかかる公

益上の理由を求めた。 

ア 公益性に疑問の残る「住宅」を使用目的に追加した 

イ 後に使用目的を第三者に賃貸することを前提とした店舗とした 

ウ 賃料引き下げの要望に応じた 

(2) 請求人は、当該建物の賃貸において、当初窓口となった米田が賃貸を問題

視したにも関わらず、それを翻した根拠を求めた。 

(3) 請求人が当該建物の賃貸人を町がどのように把握しているかを尋ねたとこ

ろ、坂野は甲２３の３ページ目だけであることを回答した。  

甲２３の３ページ目より抜粋する。 
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蘭越町湯里 353-3 

■■■■■■ 

この度、上記家屋、「■■■■■■■ 

■■■■■に賃貸いたしました。 

090-■■■■■ 

   報告まで 

上記のとおり、テナントの業種も契約期間も賃料も記されていない。  

(4) 請求人は、文書開示における副町長の同席を求めた  

(5) 坂野は、副町長の同席以外の方法を主張した。 

５７ 同年同月同日、請求人と坂野の電話でのやり取り２回目≪甲３５－２（音全

て）・-４（反訳）≫ 

(1) 坂野は、町が当該建物の賃貸を容認した記録は、２０２１(Ｒ３)３年５月

１３日付け起案文書に記されていることを伝えた。  

(2) 請求人は、文書を見た上で翌日の文書公開の場で質問することを伝えた。  

５８ ２０２３(Ｒ５)年７月７日、請求人は、蘭越町役場を訪問し、総務課坂野・

西川・中村と面談した。≪甲３６‐１(音全て)・‐２(音抜粋１)・‐３(音抜

粋２)・‐４(音抜粋３)・‐５(音抜粋４)・‐６(音抜粋５)・‐７(反訳１)・

‐８(反訳２)・‐９(反訳３) ・‐１０(反訳４) ・‐１１(反訳５)≫ 

(1) 甲３６‐２(音抜粋１) ‐７(反訳１)において 

ア 当時総務課の西川と中村が作成した電話対応報告書（甲２３）について、

請求人は、西川に対し、Ｋの依頼に応じて、Ｋに郵送を約束報告した契約

書が蘭越町とＫの土地賃貸借契約書なのか、Ｋとテナントとの建物貸借契

約書なのかの説明を求めた。 

西川は、Ｋの求めに応じたのは、土地賃貸借契約書であると答えた。 

(2) 甲３６‐３(音抜粋２) ‐８(反訳２)において 

ア 請求人は、公文書管理法に基づいて、行政の意思決定を事後検証できるよ



22 ページ 

 

う記録を残さなければならないにもかかわらず、Ｋが建物賃貸借契約を蘭

越町に打診した際の記録が極端に少ないことを指摘した。 

坂野は、「（野村さんの）想像だからですよ」と回答した。 

イ 請求人は、Ｋが建物賃借人を町に打診するために作成した書類に、屋号も

会社名も事業内容も記されていないことの問題を指摘した。 

坂野は、「野村さんの想像で、そうあるべきだというふうに思っている」

と主張した。 

ウ 請求人は、売買契約書がないことなどから、当該建物を前所有者から１０

０万円の売値を提示されたとするＫの主張が、狂言である可能性を指摘し

た。坂野は、請求人の指摘に無言を通した。 

エ 請求人は、Ｋが建物の登記ができないことを知っていながら、登記したこ

とを指摘した。 

オ 請求人は、当該建物に町が以下の便宜を図っていることを問題提起した。 

(ア) 当初不可であった不動産登記を容認した。 

(イ) 運営収支の提出義務を免除した。 

(ウ) 住宅不可であったものを可能にした。 

(エ) ニセコバブルの効果で土地が高騰しているさなかに賃料を下げた。 

(オ) 当初、連帯保証人２名が必要とされたのを、不要とした。 

(カ) 当該公園は、町の費用で手入れが行われるにもかかわらず、Ｋの建物

の専用庭と化しており、公園として機能していない。町は、請求人が

求めた公園の看板の有無さえ確認しなかった。 

カ 請求人が公園駐車場の占有を建物賃借人に注意するよう求めたにもかかわ

らず、坂野は、建物賃借人ではなく、土地賃借人に注意したと主張した。 

キ 請求人は、公園駐車場の占有問題は、占有者（建物賃借人）と蘭越町の間

の問題であることから、坂野が建物賃借人に直接注意するよう求めた。 

坂野は、請求人の求めに応じ、建物賃借人に直接注意すると約束した。 
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(3) 甲３６‐４(音抜粋３) ‐９(反訳３)において 

ア 請求人は、当該建物の転貸を求めるＫに対し、町がそれを認める決定をし

た際に採用した資料「土地賃貸借契約見直し要望に対する見解」（甲１９

―２）に作成者名が記されていないことを問題として指摘した。 

イ 請求人は、２０２１(Ｒ３)年５月６日作成の起案書 （甲１９‐２）にお

いて、Ｋが「契約を締結した平成１６年当時の総務課長さんが店舗兼住宅

敷地として賃貸借契約を結んで住めるようにしてくれた。」と発言を問題

視した。 

ウ 請求人は、２００３(H15)年８月１３日に当時総務係長だった山内勲の起

案書（甲１２）で、弁護士の見解を拠り所として、賃貸を許可した条件が

満たされていないことを指摘した。 

(ア) 建築士養成学校が目的であったが、実際の事業が異なっており、運営

計画も提出していない。 

(イ) 連帯保証人２名とされていたが、初回契約書（甲１－２）から直近の

契約書（甲１９－３）に至るまで、連帯保証人は立てられていない。 

(4) 甲３６‐５(音抜粋４) ‐１０(反訳４)において、当該建物の賃貸人が公園

駐車場に複数の車両と倉庫２棟を設置することによって、公園の北ブロッ

クが公園機能を失っていることを指摘し、坂野に公園の看板設置を再び求

めた。 

(5) 甲３６‐６(音抜粋５) ‐１１(反訳５)において 

ア 請求人は、当該町有地の賃貸を打診された弁護士が、Ｋが解体費用の関係

で建物を無償譲渡した可能性を指摘した記録（甲１３‐１の３枚目）があ

ることを揚げ、Ｋの狂言の可能性を指摘した。 

イ アに示した弁護士も指摘した通り、Ｋが無償で建物を取得したなら、町か

ら年４万円の地代で毎月２０万もの賃貸収入を上げ、さらに公園駐車場を

不当に占有し、事実上、公園の北側ブロックの公園機能が失われているこ
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とを問題視した。 

５９ ２０２３(Ｒ５)年１０月３日、役場３階会議室において、請求人に対し、別

案件の公文書開示が実施された。その中で、建物賃借人が放置駐車と構築物

により、公園駐車場を占有している問題への言及があった。≪甲３７‐１

（音声全て）・‐２（音声抜粋）・‐３（反訳）≫  

(1) 請求人は、坂野に対し、建物賃借人の問題行為を建物賃借人に是正を求め

るよう求めていたにも関わらず、坂野は、建物賃借人ではなく、建物所有

者に連絡したことを明らかにした。 

(2) 請求人は、請求人の求めを何ヶ月間も放置した理由の説明を求めたが、坂

野は、明解な理由を答えなかった。 

(3) 請求人は、蘭越町が弁護士に当該建物の賃貸借への意見を求めた際、弁護

士が（蘭越町が）騙されている旨を指摘した記録があることを伝えた。 

(4) また、請求人は、当該建物の賃貸借を認めるのは、町長・副町長・坂野だ

けであり、それ以外の職員と町民は、町有財産上の建物で家賃を稼ぐこと

に理解しないことを指摘した。 

(5) さらに、請求人は、前掲弁護士の指摘と、状況証拠から、以下の推測を指

摘した。 

ア Ｋは、当該建物の前オーナーに対し、当該町有地を町に返却すれば当該建

物の撤去費用がかかるが、当該建物を建物譲渡したなら撤去費用は不要で

あると持ち掛けて、前オーナーから無償で建物を譲り受けた。 

イ 建物の売買契約書が存在しないのは、アが理由である。 

ウ Ｋが売買金額として主張しているのは、キッチンスペースのほか、２階を

増床し、ベッドルームと浴室を増築した費用であることが疑われる。 

エ 建物売買の領収書が存在しないのは、ウが理由である。 

オ Ｋは月２５万円で当該建物のテナント募集をしていたことから、年間２４

０万程度の賃料収入が予測できる。その収入は、２・３年でペイできる収
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益なので、町はＫに土地の返還を求めるべきである、と請求人は主張した。 

カ 蘭越町が公園の中で私的に利益を上げる理由は何もないにもかかわらず、

町はＫの公園内の公有地上での不動産賃貸業を容認していることを請求人

は批判した。 

(6) そして、請求人は、蘭越町が町有地上での不動産賃貸のみならず、公園駐

車場の占有さえ問題視しないことを批判した。  

６０ ２０２３(Ｒ５)年１０月１６日、請求人は、総務課坂野に対し、坂野がテナ

ントに公園駐車場の占有を注意したか否かを電話で確認した。坂野は注意し

ていなかいと答えたので、請求人は、１０月中に注意するよう求めた。≪甲

３８（音声記録）≫ 

６１ ２０２３(Ｒ５)年１１月某日、請求人は、当該建物が月額賃料２５万円でテ

ナントを募集する WEB ページを確認した。≪甲２０≫ 

なお、甲２０は、２０２４(Ｒ６)年１月１２日に写しを取得したため、月額

賃料２０万円に変更されている。 

６２ 当該町有地にかかる公文書開示請求２回目 

(1) ２０２３(Ｒ５)年５月２９日、請求人は、蘭越町に対し、当該町有地に関

連する文書のうち、前回（２０２１年１２月３日）の開示以降の文書開示

を求めた。≪甲２４‐１≫ 

請求人は、当該開示請求書中の＜請求を求める理由＞として、以下を示し

た。 

当該町有地は、湯の里駐車公園と道道をはさんだ公園スペースの中央部に

存在する。公園スペースの草刈り等は町の費用で行われているものの、そ

こが町の土地であることを示す掲示板は置かれていない。  

その公園スペース中央に民間の建物が建つことにより、その公園スペース

全体が、まるでその建物の敷地であるかのような状況となっている。建物

は、完全予約制のレストランとして使われていた。公益性があったように
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は感じられない。そして現在、レストランは閉店し、建物所有者は、賃料

25 万円で建物を賃貸しようとしている。 

ニセコ観光圏を鑑みれば、この土地は、蘭越町にとって極めて重要な場所

にあるにもかかわらず、なぜ町が建物建設と登記を許したのか、正当な理

由の基、正当な条件で貸し出されていることを期待する。  

(2) ２０２３(Ｒ５)年６月１２日、蘭越町は、請求人に対し、公文書一部開示

決定を通知し、開示文書（甲２２および甲２３）をＥメールで送付した。

≪甲２４‐２≫ 

６３ ２０２３(Ｒ５)年６月１９日、蘭越町役場１階において、請求人は、総務課

金沢および坂野に対し、開示された文書に対する質問を行なった。≪甲２９

‐１(音声全て)、‐２(音声抜粋１)、‐３(音声抜粋２)、‐４(音声抜粋３)、

‐５(音声抜粋４)、‐６(音声反訳１) 、‐７(音声反訳２) 、‐８(音声反訳

３) 、‐９(音声反訳４)≫ 

(1) 請求人は、当該建物のテナントが公園駐車場に複数の車両とコンテナ倉庫

を置き、公園駐車場を不当に占有している問題を指摘した。  

(2) 請求人は、町が当該建物のテナントに公園駐車場を占有しないよう指導す

ることを求めた。 

(3) 総務課坂野は、対応の要否を月内に確認すると回答した。≪甲２９-３・-

７≫ 

(4) 請求人は、総務課米田に対し、開示文書（甲２２および甲２３）以外の文

書を公開するよう求めた。 

(5) 総務課米田は、「それは当然」と回答した。≪甲２９-５・-９≫ 

６４ ２０２３(Ｒ５)年６月２４日、請求人は、当該町有地についての新たな開示

請求をおこなった。≪甲２７≫ 

なお、甲２７には、＜請求の経緯＞として次の文書が含まれていた。  
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2023 年 5 月 29 日、請求人は、本開示請求と同様の公文書を請求した。し

かしながら、蘭越町は、同年 6 月 12 日、請求人が閲覧後の写しを求めて

いるにもかかわらず、閲覧をさせずに、次のふたつの文書を E メールで送

り付け、それをもって開示とした。 

a. 2022(R4)年 2 月 2 日付けの総務課米田純希の E メール 

b. 2022(R4)年 10 月 14 日付けの電話対応記録 

なお、請求人は、これまですべての公文書公開請求において閲覧と写しの

双方を求めてきた。そして、開示においては、閲覧し、必要箇所のみを撮

影してきた。 

そこで請求人は、2023(R5)年 6 月 19 日、役場を訪問し、総務課米田純希

に上掲 a 以外に賃貸契約書や建物所有者が賃貸の打診を求める文書が存在

することを確認した。 

しなしながら、総務課坂野は、「なお、土地の賃貸契約書の更新について

は、2021.12.3 付け決定通知で開示した契約書第３条第２項で１年ごとに

更新しておりますので、今回新たに開示対象となるものはありません。」と

示したメール文だけで、新たな文書を公開しなかった。  

６５ ２０２３(Ｒ５)年９月２７日、請求人は、総務課坂野に対し、当該建物のテ

ナントが、公園駐車場に無許可でコンテナ倉庫を設置し、占有していること

について、蘭越町が説明するよう求めるＥメールを送った。≪甲２８≫ 

６６ ２０２３(Ｒ５)年１０月３日、蘭越町庁舎において、請求人は、総務課渡辺

貢課長、坂野、今野と面談した。そのなかで、公園駐車場の占有について、

以下に示すやり取りがあった。 

(1) 請求人：過去に坂野に依頼したテナントへの忠告をしたか？  

(2) 坂野：テナントには忠告していない。 

(3) 請求人：建物所有者（Ｋ）ではなく、テナントに忠告するよう頼んだのに、

なぜ、建物所有者に言ったのか？ 
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(4) 坂野：テナントには忠告していない。 

(5) 請求人：占有を止めるよう対処する必要はあるか？  

(6) 坂野：ある。 

６７ ２０２３(Ｒ５)年１０月１６日、請求人は、総務課坂野と通話し、当該建物

のテナントが公園駐車場を占有している問題について、以下の通話をした。

≪甲≫ 

(1) 請求人は、坂野に対し、不法工作物の所有者たるテナントに撤去を求める

よう頼んだことについて、どう対応したかを質問いた。  

(2) 坂野は、テナントではなく、建物所有者たるＫに求めたと主張した。 

(3) 請求人は、テナントに撤去を求めるよう頼んだにもかかわらず、Ｋにそれ

を求めた理由を尋ねた。 

(4) 坂野は回答しなかった。 

(5) 請求人は、坂野に対し、不法工作物の所有者たるテナントに撤去を求める

よう頼んだ。 

６８ ２０２３(Ｒ５)年１１月２１日、請求人は、蘭越町役場会議室において、山

内勲副町長および総務課坂野と面談した。≪甲３９‐１(音全て)・‐２(音

抜粋１)・‐３(音抜粋２)・‐４(反訳１)・‐５(反訳２)≫ 

(1) 請求人は、Ｋが当該建物と新しいテナントと契約する際において、蘭越町

に対し、通知した文書は、その内容が不自然であると主張した。 

ア Ｋと打合せをした記録がない。 

イ Ｋが蘭越町に送ったＦＡＸには、通知業種も契約期間も賃料も記されてお

らず、ぽつんと賃借人名だけが記入された文書が送られている。 

(2) 請求人は、１年毎の賃貸借契約で貸した土地上の建物を土地の契約期間を

またぐ期間で賃貸することは、公有財産の適性利用から望ましくないこと

を主張した。 

(3) なお、請求人が 64 の(1)および(2)の主張の根拠は、当該建物の現賃貸契
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約書第２条２項に「借主は、本件建物を第三者に使用させ、または本契約

に基づく権利を第三者に譲渡しようとする場合、あらかじめ貸主と協議し

なければならない」と記されているからである。（甲１９－７）同条文が

第三者の公益性を蘭越町が推し量るための条項であることは明かであり、

Ｋが賃貸人名のみを通知するだけでは協議したことにならないことから、

蘭越町の当該事務の瑕疵は明らかである。 

(4) 請求人は、Ｋの要望に沿って、当該建物の契約が変えられたことを問題と

して主張した。 

ア 請求人は、公有の土地を賃貸し、土地賃借人の建築物を認める場合、通常

は定期の賃貸契約が締結され、建物は土地賃貸契約の終了と同時に取り壊

すことが一般的であることを伝えた。 

イ 山内勲は、「耐用年数があったら、しょうがないんです。壊せとも言えな

い」と答えた。 

ウ 請求人が、蘭越町がＫの要望を次々に受け入れたことがあまりに多いこと

を問題として指摘した。 

エ 山内と坂野は、請求人の指摘を問題として受け止めなかった。 

(5) 請求人は、Ｋが公園内の公有地を年間万円（実際は４８５１０円）で借り、

２４０万円の賃料収入を得ている事態が正常ではないと主張した。 

ア 山内は、態様が異なる事例（公募の末、町が賃貸した店舗）の売り上げを

持ち出し、「土地を貸して、その人がどうゆう商売やってんのか、いくら

設けてるのかは、知らない話しですよね？」と、反論した。 

イ 請求人は、Ｋに転貸を認めたこと、蘭越町が極端に記録を残さなくなった

ことを挙げ、山内がそれらを主導したことに対し、山内が問題意識を持っ

ているか否かを問いただした。 

ウ 山内は、笑いながら、「こっちはハンコおしてる限りは、いいって、その

時は思ってハンコ押しましたよ」と答えた。 
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エ 山内と坂野が何度も請求人の対応策を聞くので、請求人は、Ｋは十分に稼

いでおり、また、現状が公園条例（甲４１）と乖離した状態となっている

ことを理由として、「公有財産の適性利用の観点から、今の状態で収益事

業を認める訳にはいかない」ことを理由として、「次の契約のときまでで、

契約は終わりにしますよ」とＫに伝え、土地を返還させるべきだと言った。 

オ 山内と坂野が黙り込むので、請求人が反論や意見を求めると、坂野は「ふ

～ん」と言うだけで笑った。山内に対して、請求人が現状を作り出した責

任を自覚しているかどうかを問いただすと、山内は「（含み笑い）責任み

たいなこと言ってますけど、俺の（不明）は悪いことしてると思ってませ

んから、そのとき。ですから、ハンコおしたんです。」と答えた。 

６９ ２０２３(Ｒ５)年１１月２３日、請求人は、コンテナ倉庫の撤去どころか、

公園駐車場には、スーパーハウス２棟が増設されていることを確認した。≪

甲４３≫ 

７０ ２０２４(Ｒ６)年春、公園駐車場のコンテナ倉庫とスーパーハウスが撤去さ

れた。 

 


